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本書の原著と日本語訳が刊行さ

れたのは同じ1998年。80年代頃

までの米国企業では長期的な雇用

関係が維持されていた。だが、90

年代頃から悪化した業績を短期間

に回復させることを目的に、ホワ

イトカラーの解雇や不採算部門の

切り離しなどリストラ策を実施し

はじめた。これらにより、短期的

な雇用関係が主流になっていった。

こうした雇用関係の変化に対し

て、「人材重視の経営」への転換

の必要性を訴えたのが本書だ。企

業の競争力や収益を高めるために

は、人材が高いスキルを持ち、意

欲的に働ける組織づくりが不可欠

で、そのためにも長期雇用と良好

な労使関係が重要と主張した。

一方、本書が出版された時期に

は日本でも、不況に伴った雇用関

係の見直しがはじまっており、多

くの企業は、短期的な雇用関係に

移行しつつあった米国を目指すべ

きモデルとして追従してしまった。

当時、日本でもっと本書が読まれ

ていれば、と私は思う。

あらゆる企業に共通する 
ベストプラクティス

本書は、多数の実証研究と、豊

富な企業の事例研究に基づいて、

人材管理と企業収益の関係を実証

的に提示する点に特徴がある。

ところで人事管理論には２つの

アプローチがある。１つは、経営

戦略と企業環境によって望ましい

人事戦略や人事制度は異なるとす

る「ベストフィット・アプローチ」

で、もう１つは、あらゆる企業に

共通する、競争力を高めるような

人事戦略や人事制度があるとする

「ベストプラクティス・アプロー

チ」だ。フェファーは、このうち

の後者に位置づけられる。たとえ

ば３章では、実証研究から人材管

理が企業収益を生み出すための７
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著者のジェフリー・フェファー

は、スタンフォード大学ビジネス

スクール教授。専門は組織行動学。

ハーバード大学ビジネススクール

の客員教授の他、世界27カ国の

エグゼクティブ・セミナーでの講

師も務める。『人材を生かす企業』

では、広範なデータと企業事例を

研究することで、人材管理と企業

利益の相関関係を明らかにする。

企業の競争力を支える7 つの条件
人材の価値に改めて注目し、実行すべき

名 著 を 大 い に 語 る
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総合研究所（現労働政策研究・研修機構）研
究員、91年法政大学経営学部教授などを経て、
96年より現職。著書に『人事管理入門』（共著、
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佐藤博樹氏
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名著はなぜ時代と国を越えて読み継がれるのだろうか。時代の転換期を
迎える今だからこそ、もう一度繙

ひもと

いてみたい。今回は人的資源管理・産
業社会学を研究する東京大学の佐藤博樹教授に、今後の「人と組織」の
あり方を考えるうえで役に立つ名著の読み方を大いに語っていただく。

著者／ジェフリー・フェファー
トッパン　2400円（税別）
1998年11月刊行

※現在、『人材を生かす企業』は、絶版
状態となっておりますが、翔泳社より
2010年9月に復刊予定です。
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つの条件として、①雇用の保障、

②徹底した採用、③自己管理チー

ムと権限の委譲、④高い成功報酬、

⑤幅広い社員教育、⑥待遇の平等

化、⑦業績情報の共有、を挙げる。

これらがフェファーによる人材管

理のベストプラクティスだ。

ベストプラクティスを 
実行できるかが重要

しかし、ベストプラクティスを

理解しても、それを実行すること

は容易なことではない。この人材

重視の経営は、成果が出るまでコ

ストも時間もかかる。だからこそ、

それが実行できた企業は成功する

ことになる。人事管理論を２つの

アプローチに分けたが、人事戦略

と人事制度が企業の競争力を支え

ると考える点では両者は共通して

いる。業種などによって各企業が

選択する人事戦略は異なるが、そ

れに共通した特徴として上記の７

つの条件があると理解することも

できる。

今の日本企業は、90年代後半か

らの短期的な成果主義への転換や

非正規社員の場当たり的な活用拡

大などに関して、反省期にある。

ただ、私は「過去に戻れ」と主張

するつもりはない。今後は、正規

社員のあり方や、外部人材や非正

規社員の位置づけの見直しに真剣

に取り組まなければいけない。本

書を読んで、今後の人事管理のあ

り方を是非考えていただきたい。

寝食を忘れて仕事に没頭する、
発熱の塊をいかに生み出すか

1996年に、本書の原型となったスタンフォード大学ビ

ジネススクール教授ハロルド・J・レヴィット氏の論文『ホ

ットグループが生み出す創意と組織活力』を読んだとき、

「腑に落ちた」ことが1つあります。それは、長い職業人

生のうちに、誰もが「寝食を忘れて仕事に没頭する」経験

を持つということ。本書では、あの経験とは何なのか、ま

た化学変化のようなあの熱い経験がどのようにして起こる

のかを明らかにしてくれます。

比喩的表現になりますが、熱を感知する「サーモグラフ

ィ」で会社を撮影すると、そこには熱を発しているチーム

やグループの「塊」が映るかもしれません。かつての

NHK番組「プロジェクトX」ではないですが、そのような

発熱の塊、ホットグループこそが今日までの歴史を創り出

してきたと思います。彼らは、知的に難しい仕事で、挑戦

的で難問、さらに社会的に価値があるミッションに深くコ

ミットします。ミッション至上主義で、企業の就業規則にと

らわれない、究極のフレキシブルワーカーと言えるでしょう。

自由に行動し、子供のように発想し合う、まさにしたい

放題ですが、ミッションを達成するためには、食事中も、

睡眠中も、生活すべてを仕事に投入します。新たな価値を

生み出すために、企業は今後ますますホットグループの存

在と成果の質の高さを認めざるを得ないでしょう。人事担

当者は、熱を発生させ、発熱した塊を冷やさないような組

織づくりを進めるためにも、本書を参考にしてほしいです。
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